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研究成果の概要（和文）： 本研究では、定性と定量的手法を用いて、低炭素型の技術開発と産業育成対策に関する日
中比較分析を行った。低炭素技術がその他技術と競争できるまでに、政府支援が必要不可欠であること、再生可能エネ
ルギー開発の促進対策としてFIT（固定価格買取り制度）が有効であること、日中間の技術格差は縮小しつつあるが、
協力拡大の余地が大きいことなどが分かった。

研究成果の概要（英文）： This study conducted a comparative analysis on Japan-China's comprehensive measur
es of low-carbon type technology development and industry fostering. We found that: the government support
s for low-carbon technologies and industries will be vital for raising the competitiveness with current te
chnologies and industries; Feed-in-Tariff system is an effective measure for renewable energy development;
 although the technological disparities between Japan and China are diminishing gradually, there is much r
oom to expand the scope of cooperation between these two countries in the low-carbon field.
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１．研究開始当初の背景 

世界は低炭素競争の時代に突入している。日本

も中国も例外ではない。 

中国は低炭素・無炭素発電分野や電動自動車分

野など低炭素型の技術開発と産業育成に取組み、

大きな成果が表れ始めた。一方、日本は技術開発

で世界をリードしているが、「日中間の技術格差は

急速に縮小し、うかうかしていると追い抜かれて

しまう」という危機感も出始めている。 

(1)日本は低炭素分野において、技術の比較優位

性を持っているというのが定説のようである。だ

からこそ、日本政府も産業振興の一環として、ま

た国際貢献の主な手段として、省エネなどの低炭

素技術を活かす低炭素ビジネスの海外展開を強化

し始めている。しかし、日本の技術優位性がどれ

ほどあって、またいつまで維持できるか。価格性

能比で国際競争力を持っているかどうか。ビジネ

スを展開するために、どのようなビジネスモデル

が必要か。これらについて体系的な研究は必ずし

も十分ではない。 

(2)一方、低炭素社会を目指し始めた中国では、

比較優位性を持たない低炭素技術分野についても、

長期的視点で果敢に技術開発や大規模な実証実験

などに挑戦している。先端技術の開発は、民間任

せでは先行者としての先進国に追い付けない。国

の運命をも左右しかねない分野を「選択」し、オ

ールチャイナの体制で人材と資金を「集中」して

技術開発を進め、リープフロッグを実現する必要

がある。そう判断した政府が、「高度技術開発計画」

（故鄧小平氏の主導により 1986 年 3 月に始まっ

たことにちなんで、863 計画と呼ばれている）を

作成した。その中に、環境対応自動車、石炭ガス

化複合発電技術(IGCC)、高速増殖炉や核融合など

次世代発電技術、石炭の直接液化やメタノール、

ジメチルエーテル、セルロース系バイオ燃料など

石油代替エネルギーが含まれている。いずれも低

炭素に寄与し、先進国が先陣を切った分野である

が、中国が後発国として猛追している。 

 (3)日本は技術開発で先行しているが、技術優

位性の維持と価格性能比でみる国際競争力の向上

が課題であろう。一方、中国の強みは巨大な潜在

市場と高い価格競争力、そして政府による戦略的

バックアップである。実戦で技術力をさらに磨け

ば、低炭素産業が国際競争力のある産業に成長す

る可能性を秘めている。 

 

２．研究の目的 

低炭素型の技術開発と産業育成、そして低炭素

競争を勝ち抜くためには、どの様な戦略、体制、

対策システムが必要なのか。日本の技術優位性を

国際競争力に結び付けるには何か必要なのか。中

国の市場優位性を技術力の向上に結び付けるには

何が必要なのか。両国の比較優位性を活かすため

にどのようなビジネスモデル、協力体制がいいか。 

本研究では、これらについて、日中比較分析を

通じて解明し、学術体系として「低炭素技術開発

と産業育成論」を打ち出すことを狙っている。研

究成果は、「他山の石」として日中両国だけではな

く、世界全体の低炭素社会の構築に寄与できると

確信している。 

 

３．研究の方法 

(1)日中比較分析を行い、低炭素技術開発と産業

育成に資する要因（低炭素社会戦略、技術開発戦

略と体制、法制度、規制や行政措置による対策体

系、財源をも考慮するインセンティブ・助成措置

による対策体系、市場メカニズム、コスト負担能

力、市場構造と需要規模、知財保護体制など）を

文献調査、聞き取り調査(WS 開催を含む)などを通

じて抽出する。 

(2)対象分野として、電動自動車（電気自動車、

燃料電池自動車）と電力（石炭火力、再生可能エ

ネルギー発電、原子力）に限定する。 

(3)技術開発と産業育成の最適対策システムを

理論化し、政策提言を取りまとめる。 

 
４．研究成果 
 ここでは、太陽光発電の普及と太陽光発電産業

の育成に関する研究成果、日中協力に関する包括

的提言を例として紹介する。その他分野の研究成

果については、下記「５．主な発表論文等」を参

照されたい。 

4.1 太陽光発電の普及と産業育成について 
 (1)中国では、太陽電池価格が 2008 年以降急速

に低下し、2014 年現在 5,000 元/kW（約 8 万円）

以下となった。実証分析の結果、①累積生産量に

代表される経験蓄積や技術進歩による電池価格へ

の影響は 2008 年までよりも以降の方が大きいこ

と、②2009年以降、累積生産量が倍になるたびに、

実質価格が 12.6％（名目価格が 10.0％）低下して

いること、③シリコン価格が太陽電池価格に顕著

な影響を与えていること、等が分かった。 

 (2)世界太陽光発電市場は近年、FIT（固定価格

買取り制度）を導入するドイツやスペインなどを

中心に急速に拡大し、中国の太陽光発電装置産業

の発展を後押しした。中国メーカーは、国際競争

を通じて、品質向上、規模拡大、国際競争力の強

化を徐々に実現してきた。その過程で、政府の産

業育成対策が大いに功を奏したことが分かった。 

4.2 日中協力に関する包括的提言 
１つは、ビジネス面での協力である。低炭素社

会に向けて取組みを本格化した中国と震災からの

復興に取組む日本は共に、省エネの促進と再生可

能エネルギーの利用拡大を図っている。お互いの

比較優位性を活かすビジネスチャンスが大きい。

現段階では、エネルギーの高効率利用技術の面で

日本に比較優位性がある。例えば、世界最先端と

される石炭ガス化複合発電技術（IGCC）について

は、日本が 2007年 9月に試験運転に入ったのに対

し、中国は 2012 年 12 月に試験運転を開始したば

かりである。日中が協力し、両国で商業化を進め

れば、両国における石炭消費の抑制や CO2 排出削

減にだけではなく、コスト競争力の向上と産業振

興にも寄与する。 

一方、風力や太陽光など再生可能エネルギー発

電については、日中間に技術格差がほぼ存在しな

いが、中国は価格性能比でみる発電設備の国際競

争力の面で、日本は発電所の施工、保守、系統連

系の面で比較優位性を有する。両国が協力し合い、

装置の供給から施工、系統連系、保守までの「再
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生可能エネルギー発電サービス」を一括して請け

負うビジネスモデルを構築できれば、両国におけ

る再生可能エネルギー発電の導入拡大を大いに推

進できると考える。 

 もう 1 つは、制度設計や規格作りなどソフト面

での協力である。日本は省エネを促す制度に、中

国は再生可能エネルギーの利用拡大を促す制度に

先進性が見られるので、勉強し合うことでそれぞ

れの制度を健全化することが可能であろう。また、

両国とも、EV充電方式やスマートグリッドの規格

作りなどに意欲的である。協力し合えば、巨大な

日中市場を足掛かりに、国際基準を作り上げるこ

とも可能である。 
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